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序章 第２次奥州市総合計画と基本構想
第２次奥州市総合計画とは
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第２次奥州市総合計画は、「基本構想」「基本計画」「実施計画」の３つで構成
しています。それぞれの概要、計画期間は次のとおりです。
名称 階層 概要 計画期間

基本構想 上位 総合的で計画的な⾏政運営を⾏うための指針で
あり、施策の大綱を定めたもの １０年間

基本計画 中位 施策の大綱ごとに方針と成果指標を明らかにし
たもの ５年間

実施計画 下位 基本計画を実現するための具体的な事務事業を
表すもの ５年間

10年間の基本
構想に対し、
基本計画と実
施計画は５年
間です。
令和３年度で
前期の５年間
が終了します。

計画期間

実施計画につ
いては、３年
を単位として
毎年度計画の
⾒直し（ロー
リング）を⾏
います。



第２次奥州市総合計画における基本構想
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第２次奥州市総合計画（2017〜
2026）の基本構想では、令和８
年度までの⾏政運営の指針を定め
ています。

主要な項目としては、「計画策定
の視点」、「めざすべき都市像」、
「まちづくりの目標（施策の大
綱）」、「めざすべき都市像を実
現するための進め方」があります。

この中でも基本構想の根幹になる
のは、「めざすべき都市像」と、
それを実現するための「まちづく
りの目標（施策の大綱）」で、イ
メージは右図のとおりです。



後期基本計画の策定にあたって
少⼦⾼齢化や⼈⼝減少のさらなる進⾏、
医療・介護に係る課題の顕在化、ＳＤＧ
ｓ*1の国際的な普及、超スマート社会
Society5.0*2の推進、新型コロナウイル
ス感染症の感染拡大など、本市を取り巻
く社会経済情勢は日々刻々と変化してい
ます。
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⼈⼝減少

医療・介護

ＳＤＧｓ Society5.0

新型コロナ

このような状況の中で、前期基本計画が令和３年度をもって終了することか
ら、市⺠や各種団体との連携のもと、急激な時代の変化にも的確に対応し効
果的なまちづくりを進めるため、中期的な⾏政運営の指針となる後期基本計
画を策定します。

後期基本計画の策定にあたっては、奥州市合併15年を機に実施した合併検証
を念頭に置き、基本構想を踏まえ、前期基本計画の基本的な構成と取組みを
継承しつつ、社会情勢の変化等への対応という観点も交えた計画に位置付け
ます。

＊1 （エスディージーズ）「誰一⼈として取り残さない」持続可能な社会の実現を目指すための、国連で採択された「持続可能な開発目標」。
＊2 （ソサエティ5.0）政府が提唱する科学技術政策。⾼度な科学技術を活⽤して、経済発展と社会的課題の解決を両⽴し、快適で質の⾼い⽣活を送
ることのできる社会を目指すこと。



第１章 奥州市の現状と課題

市政運営や⾏財政改⾰推進の重要な⾜掛かりとするために実施した合併検証では、
新市建設計画において「合併の必要性」として掲げた項目ごとに実績と課題を整
理しました。改善を図るべき課題等の代表的なものを掲げます。

奥州市合併１５年における実績と課題の検証
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対応が必要とされた
５つの項目 改善を図るべきまちづくりの課題の代表例

急速に進む
少⼦⾼齢社会

 中⼭間地域や若い成⼈⼥性の顕著な⼈⼝減少、若年層の流出
 ⼦育て環境、医療過疎などへの不満、病院や介護の在り方

⾼度化・多様化する
住⺠ニーズ

 公共施設の⽼朽化に対応した、施設の計画的な統廃合や改修
 農業担い⼿確保や経営体強化、商店街の魅⼒と賑わいへの不満

⽣活圏拡大に伴う
広域的な⾏政需要

 公共交通機関の利便性に対する不満
 自治体ＤＸ*3の推進による情報通信環境の整備

自主・自⽴を⽀える
地方主権拡充

 財政運営上懸念される財政調整基⾦の取り崩し、経常収⽀⽐率
の上昇

 ⼈⼝減少による地域コミュニティの停滞
安定した自治体運営
を可能とする
⾏財政基盤強化

 財政運営上懸念される財政調整基⾦の取り崩し、経常収⽀⽐率
の上昇

＊3 （デジタル・トランスフォーメーション）情報通信技術の浸透が⼈々の⽣活をあらゆる面でよりよい方向に変化させること。



前期基本計画の中間評価として、めざすべき都市像を実現するための、総合計画
に定める６つの大綱の各施策について、成果指標の達成状況などをもとに評価を
⾏いました。

達成度の表記は、達成度の⾼い⽅からＡ（達成している）、Ｂ（概ね達成してい
る）、Ｃ（あまり達成していない）、Ｄ（全く達成していない）の４段階です。

前期基本計画の成果指標全１７７指標のうち、施策の大綱の目標を達成している
Ａ、Ｂの割合は、１１１指標で62.7％でした。

前期基本計画の評価と課題①
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大綱等の別 各施策における成果指標の達成度件数 合計
件数

ＡＢ
達成率Ａ Ｂ Ｃ Ｄ －

大綱１ 7 4 7 3 0 21 52.4％
大綱２ 13 3 3 0 0 19 84.2％
大綱３ 9 16 15 5 2 47 53.2％
大綱４ 18 11 9 4 1 43 67.4％
大綱５ 13 2 4 8 0 27 55.6％
大綱６ 12 3 4 1 0 20 75.0％
合 計 72 39 42 21 3 177 62.7％



前期基本計画の中間評価に対し、総合計画審議会から将来的な施策の⽅向性に関
する意⾒を頂戴しました。以下は要約した意⾒の⼀部です。

前期基本計画の評価と課題②
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大綱等の別 総合計画審議会からの意⾒の一部（今後必要となる視点）
戦略

プロジェクト
 市⺠や⺠間を巻き込みながらＳＤＧｓに取組むための仕組みづくり
 若者の市外流出阻⽌のための関係機関との連携と国県に対する要望

大綱１  的確な市政情報の発信、ＳＮＳ*4を活⽤した盛り上げ施策の検討
 ⼦どもの地域愛醸成を図る施策の推進や情報提供

大綱２  オンライン授業の活⽤の仕方及び家庭での環境整備の検討
 学校再編における小規模校の地域とのつながりに配慮した教育環境整備

大綱３  ⼦育て世代を中心とした⽀援の充実
 新病院建設の必要性と維持費の十分な検討

大綱４  意欲ある農業者の経営状況や環境変化に柔軟に対応した⽀援策の措置
 安定したマーケット構築に資するマイクロツーリズム*5の推進

大綱５  ごみの減量化策にかかる市⺠への有効な情報提供
 既存公⽤バス等の統合的・戦略的活⽤も踏まえた組織横断的な取組み

大綱６  財源を有効活⽤するための優先度を考慮した道路整備と維持管理
 市中心部や地域の個性を⽣かしたまちの賑わい創出策の検討

＊4 （エスエヌエス）個⼈のコミュニケーションを促進し、ネットワークの構築を⽀援するネットサービス。Social Network Serviceの略。
＊5 自宅から近隣への観光を指し、感染症感染リスクを避けやすいことから、リピーターを作りやすい仕組みとされている。



総合計画の策定に当たり、まちづくりの評価と課題を確認するために実施した市
⺠アンケートの結果から、「奥州市の暮らしやすさ」、「市の取組みの満⾜度と
重要度」について、それぞれグラフを作成しました。

市⺠の半数以上が奥州市は暮らしやすい、または、どちらかといえば暮らしやす
いと感じているものの、暮らしにくいと感じている方も一定程度おり、理由とし
ては「まちの活気のなさ」、「交通の不便さ」、「医療・保健機関の不⾜」と
いった点が挙げられました。これらの施策をいかに展開していくかが課題である
といえます。

後期基本計画策定にあたっての市⺠意⾒①
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50％以上の方
は、⽐較的暮ら
しやすさを感じ
ているといえま
す。

暮らしにくい理
由として、
「まちの活気の
なさ」
「交通の不便
さ」
「医療・保健機
関の不⾜」
という点が、上
位に選ばれてい
ます。



後期基本計画策定にあたっての市⺠意⾒②
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領域 性質等

(
左
上)

Ⅰ
重要度は⾼いものの満⾜
度が低いため、早期の充
実が求められる

(

右
上)

Ⅱ
満⾜度も重要度も⾼いた
め、継続していくことが
望ましい

(

右
下)

Ⅲ
満⾜度は⾼く重要度が低
いため、認知度向上のた
めの情報発信等が必要

(

左
下)

Ⅳ

満⾜度も重要度も低いた
め、事業効果と関心度の
両方を向上させる方策の
検討が必要

低 高

高

低

領域Ⅰ 領域Ⅱ

領域Ⅲ領域Ⅳ

市の取組みへの満⾜度と関心の⾼さを示す重要度から、方向性を検討するために
散布図を作成しました。指標の⾼低の組合せで４つの領域に分類しています。

特に満⾜度が低い３項目は、８
ページ①における暮らしにくい
理由と概ね符合しており、この
散布図に表れた市⺠意識が、実
際の暮らしやすさの評価と連動
していることが読み取れます。



市の将来を担う世代の視点から、まちづくりの課題を抽出し、施策の参考とする
ことを目的として、ワークショップ「ＴＮＧＲ（つながる）」を開催しました。

参加者は、包括連携協定締結企業の職員、協働のまちづくりアカデミーの修了⽣、
市職員らの計25名で、男性が16名、⼥性が９名、平均年齢は34.7歳でした。総
合戦略における４つの基本目標を各班のテーマとして意⾒交換を⾏いました。

後期基本計画策定にあたっての市⺠意⾒③
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テーマ 現状の課題に関する発言内容の一部

安定した雇⽤と
新しい産業の創出

 たくさんいいものがあるが発信しきれていない。ＰＲ不⾜。
 若者の視点で集える場所、働ける場所、魅⼒のある場所がない
と若者は戻ってこない。

出会いを通じた結
婚⽀援、⼦育て環
境ナンバーワンへ

 出会いの場が少ない。デートスポット、社交の場がない。
 出産できる環境が整っていない。⼦どもが遊べる場所が少ない。
 イベントを知らない若者が多いので、ＳＮＳでの周知が必要。

体験を通じた
奥州ファンの開拓

 奥州市の特色として「災害に強いところ」などがある。
 奥州市の魅⼒を知る機会が少ない。
 情報発信のターゲットを明確にする。

地域愛の醸成と、
安心・安全に⽣活
できる個性豊かな
地域社会の実現

 ⼈⼝が流失している。仕事の選択肢が少ない。
 活性化しているところとそうでないところが両極端で、奥州市
全体としてのバランスが悪い。自然を活かしきれていない。



合併検証、総合計画審議会の意⾒、市⺠意⾒という３つの方
法で洗い出した課題を基に、計画策定および推進にあたって
ポイントになると⾒込まれる、主なキーワードを下表のとお
りまとめました。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響調査アンケートから、
「直接的なコミュニケーションの減少」という点に最も不満
や困惑が示されていたことから、併せて参考としました。

総括と今後に向けて
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課題抽出
の方法 主なキーワード

合併検証
 ⼈⼝減少と地域コミュニティ
停滞への対応

 公共施設の整理統合
 情報通信環境の整備
 財政健全化の取組みの着実な推進

総合計画
審議会
の意⾒

 市⺠を巻き込んだＳＤＧｓへ
の取組み

 ＳＮＳによる情報発信
 ⼦育て世代への⽀援
 農業者の環境変化に対応した⽀援

市⺠意⾒
 「新しい⽣活様式」を徹底し
た感染症対策

 医療サービスの充実

 商業の振興
 公共交通機関の利便性確保
 積極的なシティプロモーション*6

＊6 地域愛の醸成や知名度の向上を図り、ヒト・モノ・カネを呼び込み、地域を活性化させる活動。



第２章 後期基本計画

基本構想を計画策定における考え方の前提としつつ、前期基本計画からの継続性を
踏まえながら、社会情勢の変化に対応するため、多くの施策に横断的な関わりがあ
る、後期基本計画策定における新たな考え⽅について、４つの項目を設定します。

後期基本計画策定における考え⽅
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新たな考え方 説明

ＳＤＧｓの理念の具現化
2030年をゴールとした国際社会全体の普遍的な目標であ
るＳＤＧｓを念頭に、「持続可能な社会」を具現化する
ための計画とします。

デジタル技術の活⽤
閉塞感を打破し、快適で希望が持てる社会になるとされる
Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0と、新たな価値を創出するＤＸの実現
に向け、デジタル技術の活⽤を踏まえた計画とします。

未知なる感染症への対策
未知なる感染症に対して、「新しい⽣活様式」やデジタ
ル技術の活⽤などによる感染拡大防⽌策を徹底し、地域
経済の停滞回避、活性化に寄与する計画とします。

市内外に向けた
シティプロモーション

シビックプライド*7の醸成によって、市⺠と一体となった
情報発信や各種施策の成果向上につなげるため、市内外に
向けたシティプロモーションを意識した計画とします。

＊7 都市に対する市⺠の誇りや愛着。



第２期奥州市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略
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総合戦略は、総合計画の⼈⼝プロジェクトの取組みを具体的に示した計画です。
その認知度、実効性を⾼めるため、令和６年度までの計画期間について、後期基
本計画の目標年次である令和８年度まで２年延⻑し、重要業績評価指標（ＫＰ
Ｉ）についても、目標年度を令和８年度として設定します。

年度 H27 H28 H29 H30 H31(R1) R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10～

総合戦略

総合計画

第１次総合計画 第２次総合計画　前期計画期間 第２次総合計画　後期計画期間 第３次～

基本構想（10年）

前期基本計画（５年） 後期基本計画(５年)

第１期奥州市総合戦略（５年）

第３次

奥州市総合計画

<現行>第２期奥州市総合戦略（５年） ２年延長

第１次

奥州市総合計画

次期

奥州市総合戦略

計画期間を２年延⻑し、総合計画
後期基本計画の目標年次と同じ令
和８年度までとします。
それに伴い、ＫＰＩも令和８年度
を目標年度とします。

延⻑後の計画期間



奥州市総合計画体系図
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めざすべき都市像を実現するため、
６つの大綱のもと、社会情勢の変
化を踏まえた、22の基本施策と70
の施策を掲げています。

めざすべき都市像、施策の大綱、戦略プロジェク
トについては、基本構想に変更がないため、前期
計画から継承しています。



部門別計画とＳＤＧｓの関係①
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ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は、国連で採択された、よりよい社会の実現を
目指す世界共通の目標です。2030年を達成年限とし、17のゴールと169のター
ゲットから構成されています。

ＳＤＧｓを踏まえて市が施策を推進していく上で、ＳＤＧｓをより身近なものと
捉え、市全体として取組んでいけるよう、市の実情に合わせて、国連版ＳＤＧｓ
の要素を含んだ奥州市版のＳＤＧｓを作成しました。

奥州市版ＳＤＧｓ



部門別計画とＳＤＧｓの関係②
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部門別計画とＳＤＧｓの関係③
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部門別計画
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１ 施策の大綱(政策の基本目標）

快適な暮らしを支えるまちづくり

２ 基本施策名称

６－４ デジタル社会の構築

３ 体系図

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

デジタル社会の構築 ＩＣＴ利活用環境の整備

デジタル行政サービスの推進

４ 基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

全ての市民がデジタル社会の利便性を享受できるよう、デジタル環境基盤の整備を進めます。併せてデジタル技術やデジ
タルデータの活用による行政サービスの充実を図り市民の利便性の向上を目指します。

５ 現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、行政分野でのデジタル化やオンライン化の遅れが浮き彫りとなりました。この
ことを踏まえ、国においては、「アフターコロナ」を見据え、2022年度までにほとんどの国民がマイナンバーカードを保有
することを目標に掲げ、デジタル社会の実現を目指しており、市においても、同様に取り組みを進めています。
・デジタル社会の実現のため、超高速ブロードバンド、ケーブルテレビ、5G、公衆無線LAN等の構築、施設・設備の維持更新
を計画的に進めることが必要不可欠です。また、山間部等においては、デジタル・デバイド解消のため、既存のケーブルテ
レビの維持管理及び更新、テレビ共同受信施設の維持管理支援等も重要です。
・行政サービスにおいては、「デジタル３原則（※）」に基づき、利用者中心の仕組みを構築する必要があります。
・また、スマートフォン、タブレット端末、SNSの普及等を背景として、多種多様な情報を相互に連携させ、新たな価値を生
み出すことが期待されています。
・行政サービスのデジタル化と併せ、市民へのデジタル活用支援も充実する必要があります。

※デジタル３原則：①デジタルファースト（手続きをデジタルで完結）、②ワンスオンリー（情報の再提出不要）、③コネ
クテッド・ワンストップ（一ヶ所でのサービス完結）をいう。

６ これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

① 施策名 ６－４－１ ＩＣＴ利活用環境の整備

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

② 施策の目標
デジタルの活用にかかせない超高速通信網など、市民や事業者など誰もがデジタル化による恩恵を享受できる環境整備
を進めます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①超高速ブロードバンド環境の整
備

超スマート社会に対応できる超高速ブロードバンド、ケーブルテレビ、5G等の携帯通信
網等デジタル基盤整備の支援に努めます。

②テレビ難視聴対策
テレビ難視聴対策のためのケーブルテレビ施設の維持及び管理を行うとともに、テレビ
共同受信施設の施設改修等に対する支援に努めます。

③公衆無線LAN環境の維持及び拡
充

来訪者の利便性向上や、災害時における情報通信環境の確保のため、公共施設の公衆無
線LAN（Wi-Fi）環境の維持及び拡充に努めます。

④市民へのデジタル活用支援
デジタル活用に関するわかりやすい資料作成・周知や、学びの場の創出など、市民のデ
ジタル活用支援に努めます。

成果指標

指標名 単位
現状値
(R2)

中間目標値（R6）
目標値（R8

）
目標設定の考え方

市公式ホームページアクセス数 回 3,400,771 3,516,986 3,659,073 毎年アクセス数２%増を目指します※

市公式アプリインストール数 件 0 11,000 22,000市公式アプリ利用者数の増加を目指します

※R2は新型コロナウイルスの影響でアクセス数が大幅に増えたため、R1の実績値（3,185,443件）を基に目標値を算出
した

７ 個別計画

６つの施策の大綱ごとに基本施策ごと
にまとめ、ページを構成しています。

基本施策の展開方向（施
策）を体系図で表してい
ます。

基本施策がめざすまちづく
りの方向性を示しています。

基本施策に取組むにあた
り、踏まえるべき現状や
課題を記載しています。

基本方針を実現するため
の、具体的な取組み策を
記載しています。

施策に関連する奥州市版
ＳＤＧｓのゴールを示し
ています。

施策を推進するための主な取
り組み内容を記載しています。

施策ごとに主な成果目標を掲げ、
その目標値について、目標設定
の考え方を記載しています。

部門別計画では、体系図で
表した「基本施策」の課題
や、「施策」の取組み、目
標などを示しています。


